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骨太方針 2025 における Well-being 関係の主な記載 

第１章 マクロ経済運営の基本的考え方 
４．人中心の国づくり 

 

「人材希少社会」に入っている我が国においては、人中心の国づくりを進めることが重要

である。国民の不安を取り除き、公教育の内容や質を充実させるとともに、自己実現を可能

とする環境を整備し、国や地域の経済社会を発展させ、ふるさとへの思いを高めることがで

きるよう、あらゆる施策を総動員する。これらを通じ、国民一人一人にとって、Well-being

（幸福度）の高い、豊かさ、安心・安全、自由、自分らしさを実感できる活力ある経済社会

を構築する。 

 

第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現 
２．地方創生２.０の推進及び地域における社会課題への対応 

（２）地域における社会課題への対応 

 

（関係人口の拡大と個性を活かした地域づくり） 

（略） 

個性を活かした地域づくりに向け、沖縄振興・北海道開発、過疎地域や半島、離島、奄美、

小笠原、豪雪地帯等の条件不利地域対策に取り組む。強い沖縄経済の実現に向けた観光の質

向上、沖縄科学技術大学院大学による産学連携等の産業振興、基地跡地の先行取得や「GW2050 

PROJECTS」の早期実現に向けた取組、北部・離島地域の振興、こどもの貧困対策・Well-being

実現に向けた取組等の沖縄振興策を国家戦略として総合的に推進する。 

 

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現 
２．主要分野ごとの重要課題と取組方針 

（１）全世代型社会保障の構築 

 

（予防・健康づくり、重症化予防） 

 世界最高水準の健康寿命を誇る我が国の高齢者は、労働参加率や医療費でみても若返って

おり、こうした前向きな変化を踏まえ、更に健康寿命を延伸し、Well-beingの向上を図り、

性別や年齢に関わらず生涯活躍できる社会を実現する。 

 

（２）少子化対策及びこども・若者政策の推進 

（略） 

 今を生きるそして将来生まれる全てのこども・若者の最善の利益を第一に考え、「こども

未来戦略」、「こども大綱」及び「こどもまんなか実行計画 2025」に基づき、「こどもまんな

か社会」を実現し、少子化の流れを変えるとともに、こども・若者の Well-being を高めて

いく。 
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（加速化プランの本格実施と効果検証の徹底） 

 こどもを生み、育てたいという希望が叶う社会、こどもたちが健やかに育まれる社会の実

現と少子化トレンドの反転を目指し、政策を総動員することが不可欠である。集中取組期間

において、「経済・財政新生計画」や加速化プランに沿って、経済的支援、全てのこども・

子育て世帯を対象とする支援、共働き・共育ての推進のための施策を本格実施する。具体的

には、保育士・幼稚園教諭等の処遇改善、保育士配置の改善、こども誰でも通園制度の全国

展開や、放課後児童クラブ等への支援、子育て世帯への住宅支援に取り組むとともに、施策

全般について出生率やこどもの Well-being に関する指標等関連指標に与える効果の検証を

徹底し、より効果的な施策への重点化など施策の見直しを検討する。 

 

３．計画推進のための取組の強化 

 

（経済・財政一体改革の点検・評価） 

 「経済・財政新生計画」の推進においては、経済、社会、環境や技術の変化に適切に対応

した予算編成や制度改正に資するよう、人口減少下の持続可能な国・地方の行財政、人々の

やりがいや Well-being（幸福度）、デジタル・新技術の導入による生産性向上に着目しつつ、

プロセス管理を行う。経済財政諮問会議において、「ＥＢＰＭアクションプラン」、「改革実

行プログラム」及び「進捗管理・点検・評価表」に基づき、毎年改革の進捗管理・点検・評

価を行い、進捗や政策効果を確認し、更なる政策の企画・立案に結び付ける。 

 

（Well-being（幸福度）の視点からの施策の深化） 

Well-beingの高い社会の実現に向け、働く、学ぶ、健康、子育て、地域の生活に関連す

る基本計画や大綱において、生活の Well-being改善につながる実効的な KPIの設定を進め

るとともに、Well-beingの把握を継続・強化する。次世代の社会生活や価値観の変化を反

映する経済指標を検討し、将来的な SNA国際基準への反映も見据えた取組を推進する。 
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